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Ⅰ．平成17年度と平成18年度の経済見通し

わが国経済の現状を見ると、設備投資は、製品の高度化や生産能力の増強に対

する意欲が高いことから、引き続き堅調に推移するものと見られる。また、中国

での引き締め策の影響が限定的と見られることや、在庫調整が軽微なものにとど

まったことなどにより、米国経済も底堅く推移することが予想されることから、

輸出も堅調に推移すると思われる。また、個人消費は、企業収益の回復が雇用・

所得環境の改善をもたらし、力強さを増すものと思われる。以上のことから、17

年度の実質ＧＤＰ成長率は2.3 程度になるものと予測した。%

18率は= り付きの影響が懸念されるものの、米

国経済をはじめとして海外経済が引き続き堅調に推移すると予想されることから、

輸出は拡大を維持するものと見込まれる。また、設備投資は、企業収益の改善で

手元資金が潤沢であることや輸出の伸びに伴って、堅調に推移すると考えられる。

しかしながら、個人消費は、所得税のé ˇの縦断どに孅
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④道州制の実現に向けて

地域間・都市間競争が地球規模で展開される時代を迎え、今後、一段と激しさを

増していく競争を勝ち抜いていくためには、第Ⅱ期三位一体改革に加えて、現行府

県制度を抜本的に見直し、地方自らの責任で地域経営を展開する新しいシステムで

ある「道州制」へ移行していくことが必要である。地方制度調査会における道州制

の具体的な検討を急ぐとともに、法












